
Ⅶ　参考資料

　１．特別会計歳入歳出予定額表

歳　入 歳　出 歳　入 歳　出 歳　入 歳　出

百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

１　食　糧　管　理 3,323,336 3,323,336 3,279,447 3,279,447 98.7 98.7

国 内 米 管 理 勘 定 697,476 697,476 707,543 707,543 101.4 101.4

国 内 麦 管 理 勘 定 110,899 110,899 113,312 113,312 102.2 102.2

輸 入 食 糧 管 理 勘 定 563,127 563,127 520,721 520,721 92.5 92.5

農 産 物 等 安 定 勘 定 467 467 466 466 99.8 99.8

輸 入 飼 料 勘 定 58,607 58,607 54,922 54,922 93.7 93.7

業 務 勘 定 115,729 115,729 110,687 110,687 95.6 95.6

調 整 勘 定 1,777,032 1,777,032 1,771,797 1,771,797 99.7 99.7

２　農業共済再保険 105,236 94,691 125,544 114,346 119.3 120.8

再保険金支払基金勘定 6,357 6,357 16,332 16,332 256.9 256.9

農 業 勘 定 33,566 33,551 43,380 43,267 129.2 129.0

家 畜 勘 定 45,325 37,672 46,576 38,439 102.8 102.0

果 樹 勘 定 12,882 10,018 12,929 10,036 100.4 100.2

園 芸 施 設 勘 定 5,852 5,838 5,164 5,108 88.2 87.5

業 務 勘 定 1,255 1,255 1,163 1,163 92.7 92.7

３　森　林　保　険 15,132 5,685 14,088 5,530 93.1 97.3

４　漁船再保険及漁業共済保険 26,486 17,803 27,343 17,312 103.2 97.2

漁 船 普 通 保 険 勘 定 8,902 8,748 8,480 8,164 95.3 93.3

漁 船 特 殊 保 険 勘 定 248 179 247 179 99.6 100.0

漁船乗組員給与保険勘定 42 30 42 30 100.0 100.0

漁 業 共 済 保 険 勘 定 16,200 7,753 17,518 7,882 108.1 101.7

業 務 勘 定 1,093 1,093 1,057 1,057 96.6 96.6

５　農業経営基盤強化措置 50,556 50,556 50,549 39,650 100.0 78.4

６　国 有 林 野 事 業 516,356 516,356 426,737 426,737 82.6 82.6

７　国営土地改良事業 540,074 540,074 515,711 515,711 95.5 95.5

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

１７年度予算額 １８年度概算決定額 対前年度比
会　計　名



２．財政投融資資金計画表

百万円 百万円 ％

１ 農林漁業金融公庫 180,000 172,000 95.6 

２ 独立行政法人　緑資源機構 8,200 8,800 107.3 

３ 国営土地改良事業特別会計 35,500 32,300 91.0 

４ 独立行政法人　農業・食品 1,300 800 61.5 
産業技術総合研究機構（仮称）

合　　　　計 225,000 213,900 95.1 

（注）１　農林漁業金融公庫は、上記のほか、１８年度に財投機関債の発行による資金調達

　　　　（２３０億円）を見込んでいる。（１７年度発行見込額２３０億円）

　　　２　独立行政法人緑資源機構は、上記のほか、１８年度に財投機関債の発行による資

　　　　金調達（６１億円）を見込んでいる。（１７年度発行見込額６５億円）

　　　３　独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構（仮称）の１７年度計画額は、独

　　　　立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構への計画額である。

区　　　分 17年度計画額 18年度計画額 対前年度比
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３．平成１７年度農林水産関係補正予算の概要

第１ 総 括 表

（単位：百万円）

区 分 追 加 額 修正減少額 差 引 額

１４０，３７５ △２６，６７８ １１３，６９７農 林 水 産 関 係 予 算

１３０，６５９ △６２３ １３０，０３６・ 公 共 事 業 関 係 費

１８，８１７ △６２３ １８，１９４一 般 公 共 事 業 費

１１１，８４２ ０ １１１，８４２災害復旧等事業費

１，４２５ △１３，０５２ △１１，６２７・ 一 般 事 業 費

８，２９１ △１３，００４ △４，７１２・ 食料安定供給関係費

※ 追加額には本表計数の外にＮＴＴ（Ｂタイプ）事業償還時補助等１００，６１４百万円が計上され

ている。

第２ 国庫債務負担行為

・ 国庫債務負担行為の追加

（単位：百万円）

事 業 例 限度額の追加 事業費 備考

２３，６９８ ３９，４５７農 業 農 村 整 備 事 業

２，３１３ ４，２５０森 林 整 備 事 業

７，０９５ １０，７１５治 山 事 業

５，３６３ ８，４４１水 産 基 盤 整 備 事 業

５０７ １，０８８海 岸 事 業

３８，９７６ ６３，９５１計
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第３ 補正予算の内訳

（単位：百万円）

事 項 補 正 額 備 考

［公共事業関係］

（災害復旧）

１１１，８４２災害復旧等事業費

（防災対策）

・再度災害等の未然防止対策の実施一般公共事業関係費 １８，８１７

［非公共事業関係］

・アスベスト問題に対応するため緊急にア．アスベスト対策事業費 １，４２５

施行する施設整備

・高病原性鳥インフルエンザの発生及びまん延イ．高病原性鳥インフルエンザ防疫 ６９４

防止のための診断機器等の整備、防疫資材の緊急総合対策

備蓄及び自衛防疫の強化

・アジアにおける高病原性鳥インフルエンザまウ．アジアにおける高病原性鳥イン １，９７９

ん延防止のための国際連合食糧農業機関及びフルエンザ拡大防止緊急総合対策

国際獣疫事務局に対する拠出

・大型クラゲの洋上駆除の実施、漁協系統の燃エ．漁業経営の安定・体質強化のた ５，１０７

油補給施設の統廃合、漁業者グループによるめの緊急総合対策

省エネ設備の導入等のための基金の造成

・燃油価格の高騰に伴う、水産庁が実施する漁オ．燃料購入費 ３２１

業調査取締指導等の船舶運航費の増額

・日ロ漁業合同委員会で合意されたさけ・ますカ．さけ・ます漁業協力事業費補助金 １９０

の再生産のための幼魚育成設備の整備

１４０，３７５補 正 追 加 額 計

△２６，６７８既 定 経 費 の 修 正 減 少

１１３，６９７差 引 補 正 要 求 額




